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タイ 67,939 5,815 1,913 800 232.2
インドネシア 257,564 3,346 1,099 1,013 82.5
マレーシア 30,331 9,768 650 667 404.9
ベトナム 93,448 2,111 132 232 22.3
フィリピン 100,699 2,904 99 289 35.3
シンガポール 5,604 52,889 0 79 150.4
ブルネイ 423 30,555 0 14 482.3
ラオス 6,802 1,818 na 15 41.7
ミャンマー 53,897 1,161 na 2 12.5

































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































5．お わ り に
インドネシアの自動車産業政策の変遷とトヨタ自動車の対応をみた。インドネシア政府の自動
車政策は，①CBUの輸入禁止，②指定部品の現地調達義務化，③指定部品ではなく割合ベース
で現地調達部品を自由に選べる方式，④国民車構想，そして，⑤LowCostGreenCar（LCGC）
と変遷している。
トヨタをはじめとする日系自動車メーカーは欧米の自動車メーカーとは異なり，インドネシア
の自動車産業政策を受入れ，それへの対応を進めた。この枠のなかで，より現地のニーズに合致
し，かつより技術移転を進めやすい車の開発にも積極的に取り組んだ。インドネシアに工場を建
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設して，国産化対応に全面的に協力してきたといえる。そして，インドネシアの消費者のニーズ
にあった車作りを考え，アジア・カーの開発に乗り出したのである。インドネシアの場合，産業
基盤を確立するために自動車産業育成の政策に対して，トヨタのような自動車メーカーは受け入
れざるを得なかった。そのうえで，消費者のニーズにどのように対応するのかといった問題が出
たのである（トヨタ自販，1970，p.469；市村，p.13）。
一方で，世界第4位の2億5,000万人の人口を擁し，経済発展を続けるインドネシアにおいて
は，2010年以降の経済成長によって中間層の台頭が急速に進んできた。現在の二輪車の所有者
が自動車の所有者へと移行するようになりつつあり，今後は自動車大国へと発展することが予想
される。
一方で，2015年末にはAECが発足して，ASEANの地域統合が急速に進むことが予想される。
より自由なモノの移動が保証されていくなか，自動車の輸入が容易になりつつある。こうした地
域経済統合に対して，トヨタは独自の地域戦略を展開し始めており，ASEAN域内での部品生産
の再編・統合を進めてきた。トヨタはこうした動きのなかで，ASEAN内集中生産と各国製品を
企業意思で選択することが可能になった。インドネシアのように経済成長に伴って市場規模が大
きくなると，自国内で規模の経済の追求と顧客への近接性を生かすことができるようになり，こ
れまでタイやマレーシアで集中生産されてきた製品も，インドネシアで生産するという変化がみ
られるようになった。ミニバンから乗用車への移行もみられつつある。
さらに，ASEANの地域統合だけでなく，日米が主導してきたTPP，中国が主導するRCEP，
さらには経済連携協定など，インドネシアやASEANを取り巻く経済環境は大きく変わると思
われる。現在のところ将来の方向性は，米国のTPPからの離脱，中国の「一帯一路」政策など
の展開により不透明といわざるを得ない（37）。
TMMINをみてもタイやフィリピンのトヨタの現地法人をみても，こうした変化のなかでは，
BBCの導入にみられたように企業の抱える問題を解決するために，業界団体としてあるいは個々
の企業として，各国政府あるいはASEANに働きかけを行なうことも重要である。しかし多く
の場合，企業経営においては常に変化が生み出す問題に対応して，日々問題を解決していく，そ
の連続しかないと思われる。また，TMMINとしては，まず進出国であるインドネシアの経済
発展を第一に考えるという。今後，インドネシア政府が提案してくる「ロー・カーボン・エミッ
ション・ビークル政策」などの自動車産業政策に対して，TMMINなど個々の日系自動車企業
がどのように対応していくのか注目されるところである。
（1）「トヨタのインドネシア合弁会社モビリンド，工場用地取得し設備増強へ」『日経産業新聞』1977
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年8月6日。「トヨタ，豪州子会社のエンジン工場とインドネシア子会社の部品工場が今秋完成，稼
働」『日本経済新聞』1978年8月22日。
（2）「トヨタ自工と自販，現地法人と合弁でインドネシアに自動車部品会社設立」『日本経済新聞』1976
年12月2日。
（3）「インドネシアにも『協豊会』，トヨタが部品メーカー団体設立」『日経産業新聞』1987年7月3日。
（4）「インドネシア 日系企業輸出に動く，自動車関連皮切りに（太平洋地域トゥデイ）」『日経産業
新聞』1987年2月10日。「インドネシア，キジャン輸出，初の成約 トヨタ合弁，近隣向け」『日
経産業新聞』1987年10月31日。「トヨタの現地法人，ブルネイに100台輸出 多国籍車の『キジャ
ン』」『日経産業新聞』1988年4月13日。「トヨタ，インドネシアでも首位に 家庭向け多目的車，
好評（日本企業inAsia）」『日経産業新聞』1988年6月21日。「トヨタのインドネシア拠点，多目的
車を輸出 パプア・ニューギニアへ」『日経産業新聞』1988年12月3日。
（5）「自動車各社，東南ア部品ネット 自社拠点間で相互供給」『日本経済新聞』1989年9月8日。
（6）「トヨタ，インドネシア製エンジン マレーシアに輸出」『日本経済新聞』1989年5月23日。
「トヨタ，インドネシアから輸出 マレーシアへエンジン」『日経産業新聞』1989年5月23日。
「トヨタの東南ア生産拠点，エンジン輸出を拡大 第三国向け，量産効果狙う」『日経産業新聞』
1991年11月8日。
（7）「トヨタ，インドネシアに鋳物工場 エンジン生産強化」『日経産業新聞』1989年8月8日。「イ
ンドネシアでエンジン一貫生産，トヨタ，一部を輸入」『日本経済新聞』1991年3月13日。
（8）「インドネシア合弁から，5Kエンジン輸入 トヨタ，生産移転」『日本経済新聞』1989年11月
24日。
（9）「自動車各社，東南アに部品ネット―自社」。「部品を相互供給，トヨタ，東南ア4カ国で」『日経産
業新聞』1989年9月8日。
（10）「トヨタ，比部品子会社の工場で開所式」『日経産業新聞』1993年5月13日。「トヨタ，ASEAN
域内分業体制が完成 フィリピン工場部品融通に向けアクセル」『日経産業新聞』1992年12月2
日。「転機のASEAN自動車産業（下）域内分業本格化へ AFTA，動き加速」『日経産業新聞』
1993年1月26日。「第2部進化問われる日本企業（25）トヨタ自動車（下）（アジアパワー）」『日経
産業新聞』1993年2月24日。
（11）「インドネシア政府，国営2社に車輸入権 日本メーカー反発」『日経産業新聞』1990年11月6
日。「完成車輸入禁止政策棚上げ，インドネシア政策揺れる（海外産業ホットライン）」『日本経済新
聞』1991年1月4日。「インドネシア・トヨタ，インドからトラック 年内に300台輸入」『日経
産業新聞』1990年11月7日。
（12）「インドネシア特集 力強い離陸へ成長力堅持，普及する車・家電，中産階級が支えに」『日本経
済新聞（夕刊）』1995年8月17日。「くるま景況私の見方（7）東南アジア トヨタ取締役長谷川
康司氏」『日経産業新聞』1995年8月17日。「トヨタ，インドネシアで工場用地を取得」『日経産業
新聞』1995年10月18日。
（13）「トヨタ，インドネシアから輸入，エンジン，商用車に搭載」『日本経済新聞』1996年2月8日。
「トヨタ，インドネシア工場，台湾などにエンジン」『日経産業新聞』1996年4月9日。
（14）「インドネシア96年，三菱，自動車販売トップ トヨタ，10年ぶり転落」『日経産業新聞』1997
年2月6日。
（15）「インドネシア国民車，完成車輸入打ち切り 自動車大手，アストラ，部品供給」『日本経済新聞』
1997年3月11日。
（16）「インドネシア日系メーカー，4輪など値上げ 通貨安で輸入部品上昇」『日経産業新聞』1997年
8月20日。「インドネシア通貨，最安値，日系企業対応に苦慮 トヨタ，緊急値上げ」『日本経済
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新聞』1998年1月23日。「トヨタ，インドネシアで減産，商用車5割減」『日本経済新聞』1998年2
月9日。
（17）「トヨタトップギアの海外戦略（7）東南ア・南米にIMV 成長市場に攻勢（終）」『日経産業新
聞』2004年3月12日。
（18）「インドネシアで『IMV』第2弾，トヨタ，あす発売」『日本経済新聞』2004年9月2日。「ルポ
IMVアジアを駆ける（4）インドネシア工場に最新技術，日本流，労使懇を導入」『日経産業新聞』
2004年9月8日。「トヨタ自動車，『IMV』の輸出開始」『日本経済新聞』2004年11月27日。「トヨ
タ，インドネシアからの輸出，4万台に引き上げ」『日経産業新聞』2006年12月12日。
（19）「トヨタ，小型商用車刷新，アジア製，初の販売 グループ資源活用，有効に」『日経産業新聞』
2008年1月10日。
（20）「トヨタが低価格小型車，東南ア専用車2003年投入 欧米勢に対抗」『日本経済新聞』2001年9
月2日。「ASEAN自動車市場試練の日本勢（2）巻き返し図るトヨタ 製品群や調達先一新」『日
経産業新聞』2001年9月27日。「来月，トヨタ・ダイハツ共同開発車，インドネシアで発売」『日経
産業新聞』2003年12月12日。
（21）「トヨタ，小型車タイに輸出 インドネシア製『アバンザ』」『日経産業新聞』2004年5月18日。
（22）「トヨタ，インドネシア現地工場子会社に 生産再編へ主導権」『日本経済新聞』2003年2月20
日。
（23）「トヨタ・ダイハツ，アジアで低価格小型車，インドネシアに新工場」『日本経済新聞』2011年2
月16日。「インドネシアに新工場，ダイハツ，輸出も検討，投資200億円」『日経産業新聞』2011年
2月24日。
（24）「トヨタ社長ら，インドネシア大統領と面会，誘致支援など要請」『日本経済新聞』2012年11月11
日。
（25）「インドネシアに新工場，300億円投資，トヨタ，成長市場に的」『日本経済新聞』2011年9月9日。
（26）「インドネシアでミニバン，トヨタ，東南アで生産拡大」『日本経済新聞』2012年12月11日。「イ
ンドネシアにミニバンを投入，トヨタ，現地で生産」『日本経済新聞』2012年12月12日。
（27）「トヨタ，インドネシア製販開始，戦略小型車，中間層狙う」『日本経済新聞』2013年3月12日。
「インドネシア，トヨタ，第2工場稼働，年産能力7万台，まずエディオス生産」『日経産業新聞』
2013年3月18日。
（28）「ダイハツ，インドネシアで新工場の開所式」『日経産業新聞』2013年4月23日。
（29）「トヨタ，新興国で一貫体制，エンジン生産2割増し，現地調達増やし競争力」『日本経済新聞』
2013年7月24日。「トヨタ，インドネシアの工場建設を発表」『日本経済新聞』2013年7月25日。
「インドネシアのエンジン工場，トヨタ，生産を開始，年産21万基」『日本経済新聞』2016年3月8日。
（30）「ダイハツ，現地調達拡大，インドネシアに新ライン」『日本経済新聞』2013年8月6日。
（31）「トヨタ・インドネシア工場，生産能力，40％掲げ，13年までに年産14万台」『日経産業新聞』
2011年5月26日。
（32）「ダイハツが新小型車，インドネシアで発売，税優遇に適合」『日本経済新聞』2013年9月10日。
インドネシアで小型車，ダイハツ，優遇税制に対応，65万円から」『日経産業新聞』2013年9月10日。
（33）「トヨタ，インドネシアでセダン生産」『日本経済新聞』2013年12月。「インドネシア製セダン，
トヨタ，輸出開始，まず中東など11カ国」『日経産業新聞』2014年3月27日。「セダン生産優遇策
を検討 輸出へ競争力強化を（KOMPAS）」『日本経済新聞』2014年10月1日。「インドネシア
（上）中東・アフリカへの扉，トヨタや味の素，輸出拠点に 地理・文化関係深く（環インド洋経
済圏）」『日経産業新聞』2015年1月23日。「トヨタインドネシアでミニバン（アジアフラッシュ）」
『日本経済新聞』2016年4月8日。「冠水に備え車高高く，インドネシア製ミニバン，トヨタ，タイ
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に投入」『日経産業新聞』2016年8月19日。
（34）「ダイハツを完全子会社に，トヨタ，小型車強化，開発・生産一本化で競争力」『日本経済新聞』
2016年1月27日。「新興国の小型車事業集約，トヨタとダイハツ」『日本経済新聞』2016年10月4日。
「新興国向けカンパニー，トヨタとダイハツ，小型車を開発」『日経産業新聞』2016年12月16日。
（35）「インドネシアでミニバン，上海汽車集団，17年後半に発売，シェア9割の日系に挑む」『日経産
業新聞』2016年8月16日。
（36）「インドネシア，エコカー普及へ優遇税制，排ガス，30年に29％減目標，ガソリン消費急増に歯止
め」『日経産業新聞』2017年8月。
（37） AECについては，石川公一・清水一史・助川成也編（2013）参照。また，地域経済統合などへの
自動車企業の対応の選択肢などについては，福永佳史（2016）183186頁。
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AutomobileIndustrialPolicies
andJapaneseAutomobileMakersinIndonesia
―TheCaseofToyotaMotorIndonesia―
SumikoKawabe
Abstract
Thisstudyanalysesthefour-stageroleJapaneseautomobilemakers,focusedon
ToyotaMotorIndonesia（TMMIN）,havehadinpromotingtheautomobileindustryin
accordancewiththeautomobileindustrialpoliciesofthegovernmentofIndonesia.
Theresultsareasfolows.The1ststage（19491998）:Thegovernmentprohibited
importofcompletedcarsandaimedtobringupdomesticcarpartsindustries.The2nd
stage（19982010）:Duetoglobalization,thegovernmentremovesrestrictionsand4Toyota
relatedcompaniesintegratedintooneToyota.The3rdstate（after2010）:Toyotacombined
thepartnercompanyAstraInternationalwhichwentbankruptandbecameToyotaAstra
Motor.However,TAM wasspritedintoTMMINandTAM whichhandlesdomesticsale.
Inthisperiod,duetocreationofAPEC,thegovernmentpromotes・LowCostGreenCar・
（LCCGC）andToyotadevelopssmalcarincooperationwithDaihatsu.TMMINisnowthe
secondbaseofproduction,salesandexportnexttoThailandinASEAN.
TheAutomobileindustryinIndonesiawasdevelopedwithautomobileindustrial
policiesofIndonesiangovernmentandJapaneseautomobilecompanieswhichadoptedits
strategywiththegovernmentpolicies.
Keywords:Automobileindustrialpolicy,TMMIN,economicintegrationofASEAN,production,sales
andexportbase,smalcars
